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Ⅰ はじめに    

 

北海道においては、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇用促進法」という。）

の趣旨を踏まえ、道庁で働くすべての職員が、互いの個性を尊重して支え合い、長期間にわたり

意欲と能力を発揮できる職場づくりに向け、職員への障がいに関する理解の促進や、障がいの特

性に応じた支援体制や勤務環境の整備など、総合的かつ計画的に障がいのある職員の活躍推進

に取り組んでいくため、障害者雇用促進法第７条の３の規定に基づき、知事部局における「障害

者活躍推進計画」として、令和２年（2020 年）３月に「北海道職員に係る障がい者活躍推進計

画」を策定し、これまで、障がい者を対象とした採用選考の実施や、働きやすい職場環境の整備

など、障がい者雇用の促進に取り組んできました。 

 

 障がいの有無にかかわらず、個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障がいのあ

る方々の一層の社会参加を進めるためには、すべての障がい者が、その障がい特性や個性に応じ

て能力を有効に発揮できることを目指す必要があるとの認識のもと、日常生活・社会生活を営む

ために必要な支援を行うことが重要です。 

 

民間の事業主に対して率先垂範する立場として、北海道が障がい者雇用を継続的に進めるこ

とは重要であり、少子化や高齢化の進展に伴う労働力不足や、多様化していく行政ニーズに安定

的・持続的に対応していくためには、障がいのある職員を含めた道庁で働くすべての職員が、健

康で意欲を持って能力を発揮し、いきいきと働くことができる活気ある職場づくりが不可欠で

す。また、障がいのある職員が働きやすい職場環境を整えることは、誰もが働きやすい職場づく

りにも繋がります。 

 

この度、関係法令の改正や社会情勢の変化等を踏まえ、障がい者の活躍の推進に関する取組を

より一層進め、障がい者の雇用の質の向上を図るため、本計画を改定することとします。 

【『障害』のひらがな表記について】 

 法令や固有名詞を除き、「障害」を「障がい」の表記とします。 

【言葉の定義について】 

➢障害者雇用促進法 

：障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号） 

➢計画 

：北海道職員に係る障がい者活躍推進計画 

➢障がいのある職員 

：障害者雇用促進法第２条第１号に規定する「障害者」（身体障がい、知的障がい、精神障がい（発

達障がいを含む）その他の心身の機能の障がいがあるため、長期にわたり、職業生活に相当の制限

を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者）に該当する職員 

《確認方法》 

・身体障がい：身体障害者手帳 

・知的障がい：療育手帳又は児童相談所等による知的障害者であることの判定書 

・精神障がい：精神障害者保健福祉手帳又は統合失調症、そううつ病（そう病、うつ病を含む。）若

しくはてんかんにかかっている場合、医師の診断書・意見書等 

・発達障がい、高次脳機能障害や難病等の疾患により、長期にわたり、職業生活に相当の制限を受

け、又は職業生活を営むことが著しく困難な場合：医療受給者証や医師の診断書・意見書等 
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令和７年度（2025 年度）から令和 11 年度（2029 年度）までの５年間を計画期間とします。 

なお、毎年度、計画の取組状況等を把握・検証し、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

 

Ⅲ 道における障がい者雇用に関する状況    

 

１ 障がい者採用選考の実施等 

道では、障害者雇用促進法の趣旨を踏まえ、昭和 56 年度（1981 年度）から「身体障がい者を

対象とした採用選考」を開始しました。令和元年度（2019 年度）からは、「一般行政」「教育行

政」「警察行政」において、知的障がい又は精神障がいのある方も受験可能としたほか、令和２

年度（2020 年度）からは、障がいのある方に対する多様な就労機会を確保するため、障がい者

を対象とした会計年度任用職員の任用も進めています。 

 今後も安心して道の採用選考を受験してもらえるように、道で活躍している障がいのある先

輩職員の働き方の事例を、職員採用ポータルサイトに掲載するほか、各地域の就労支援機関等へ

の採用広報や就職情報サイトの活用等を行うとともに、採用後のサポート体制を整えるなど、

様々な取組を進めることが必要です。 

 

２ 障がい者雇用率の状況 

障害者雇用促進法において、地方公共団体は、率先して障がい者を雇用するよう努めなければ

ならないとされており、民間企業よりも高い法定雇用率が設定されています。知事部局では、法

定雇用率の遵守に向けて継続的に採用を行い、障がい者雇用の促進に取り組んできました。 

法定雇用率は令和３年度（2021 年度）から 2.6％、令和６年度（2024 年度）からは 2.8％と

段階的に引き上げられていますが、知事部局では直近の 10 年間において、法定雇用率以上の実

雇用率を達成しています。 
 
 

《障害者雇用促進法に基づく障害者の雇用率の状況（知事部局・各年６月１日現在）》 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 計画期間    

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

職員数 13,059 13,031 12,271 12,273 12,199 12,830 12,928 12,950 12,844 12,914

障がい者数 338 351 331 327 305 340 355 359 365 388

実雇用率 2.58% 2.69% 2.70% 2.66% 2.50% 2.65% 2.75% 2.77% 2.84% 3.00%

法定雇用率 2.80%2.30% 2.50% 2.60%

2.58%

2.69% 2.70% 2.66%

2.50%

2.65%
2.75% 2.77%

2.84%

3.00%

2.2%

2.3%

2.4%

2.5%

2.6%

2.7%

2.8%
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法定雇用率
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現在、障がいのある職員は、障がいの程度や特性等に応じて、様々な部署で勤務しています。 

今後、障がいのある職員の高齢化に伴い、退職者の増加が見込まれること、また、法定雇用率の

引き上げに伴う民間企業や他自治体との人材獲得競争が激化していることから、法定雇用率の

達成が課題となります。 

 

３ 障がいのある職員の定着状況 

 障害者雇用促進法において地方公共団体は、率先して障がい者の雇用の質の向上を図りなが

ら、障がい者雇用を進めることも求められています。 

 例えば、採用後に短期間で多くの離職者が発生している状況があれば、雇入れ時等の基本的な

配慮や対応が適切に行われているかの再確認などが求められることから、障がいのある職員の

定着率等のデータを収集し、障がいのある職員が活躍できる職場づくりに取り組むことができ

ているか、点検を行うことが必要です。 

 

《障がいのある職員の採用後１年の定着状況（知事部局・令和５年度（2023 年度）中に採用した職員）》 

区分 常勤 非常勤 計 

定着率 100.0％ 94.1％ 95.1％ 

定着率 

（本人の都合による離職者や体調悪化等による離職者を除く） 
100.0％ 100.0％ 100.0％ 

 

知事部局では、勤務環境の整備や相談窓口の設置のほか、テレワークや時差出勤といった柔軟

な働き方の推進など、障がいの程度や特性に応じた支援体制の充実や環境整備に取り組み、障が

いのある職員が活躍できる職場づくりを行ってきましたが、職場環境を理由とする不本意な離

職が生じないよう、課題解決に向けた取組をより一層進める必要があります。 

 

 

 

Ⅳ 障がいのある職員の活躍推進に関する取組により達成しようとする目標    

 

区分 目標 

１ 採用に関する目標 各年６月１日時点における障がいのある職員の雇用率を法定雇用

率以上とする。（※１） 

２ 定着に関する目標 障がいのある職員の採用後１年の定着率を 100％とする。（※２） 

※１：障がいのある職員の雇用率の算定方法は、障害者雇用促進法に基づく障害者雇用率制度と同様に行

います。 

※２：年度中での採用者が、同年３月末時点に在籍している場合は定着している者として取り扱います。

離職理由を分析し、職場環境等を理由とする不本意な離職を行った職員を、本目標の測定に係る「離

職した者」として取り扱います。 
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Ⅴ 障がいのある職員の活躍推進に関する取組とその実施時期    

 

１ 計画の推進体制 

(１) 障害者雇用推進者 

・ 障害者雇用促進法第 78 条第１項の規定に基づき、総務部職員監を「障害者雇用推進者」

として選任します。 

・ 障害者雇用推進者は、知事部局における障がいのある職員の雇用及び活躍推進に関する

業務の責任者です。 

 

(２) 北海道職員障がい者活躍推進会議 

・ 障がい者活躍推進計画の取組の推進のため、各部（局）や各（総合）振興局等の職員で

構成される「北海道職員障がい者活躍推進会議」（以下「推進会議」という。）を設置しま

す。 

・ 推進会議において、毎年度、計画の推進状況を把握、評価するとともに、計画の改善や

見直しを行うほか、職域の拡大や、職場のサポート体制及び環境整備など、障がいのある

職員の活躍推進に向けた取組に係る検討を継続的に行います。 

 

(３) 計画の見直し 

・ 計画の見直しに当たっては、障がいのある職員を含め広く意見を聴取し、計画作成や取

組実施に活かします。 

 

(４) 計画の公表 

・ 毎年度、計画に基づく取組の実施状況や、目標達成状況をホームページで公表します。

公表に当たっては、障がいのある方を含め、誰もが支障なく情報を利用できるよう、ウェ

ブアクセシビリティに配慮します。 

 

 

２ 障がいのある職員の支援体制 

(１) 相談窓口 

・ 各部（局）、各（総合）振興局及び人事課に、障がいのある職員や、その職場が相談で

きる窓口を設置します。相談窓口には障害者雇用促進法第 79 条第１項に規定する「障害

者職業生活相談員」（以下「相談員」という。）を配置します。 

・ 相談員の名簿は、人事異動等により変更が生じた場合速やかに更新し、イントラネット

等を用いて職員に周知します。 

【障害者職業生活相談員】 

障害者雇用促進法で定める要件（厚生労働大臣が行う講習の修了者等）を満たす職員を選任

します。 

職務の内容や職場環境の整備等に関し、障がいのある職員やその職場からの相談に応じると

ともに、必要に応じて指導を行うほか、外部機関とも連携を図ります。 
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(２) 職場におけるサポート 

・ 各職場においては、障がいのある職員が安心して働けるよう、上司や同僚が業務内容や

職業生活に関する身近な相談に応じるほか、日常的なサポートを行います。 

  ・ 職場におけるコミュニケーションの活性化や心理的安全性の確保等を図るため、「１on

１ミーティング」の活用を積極的に促し、障がいのある職員から希望があった場合は、直

属の上司である管理職員等と「１on１ミーティング」を実施します。 

  ・ 障がいのある職員が勤務するに当たって必要となる、合理的配慮等を個別に把握し、各

職場等において配慮や支援を行うため、直属の上司である管理職員は対象職員に対し、面

談などの場を活用し、「職員活躍・配慮事項等確認シート」に係る取組の実施の希望を確

認します。 

【合理的配慮】 

合理的配慮とは、障がい者と障がい者でない者との均等な機会や待遇の確保、障がい者の能

力の有効な発揮の支障となっている事情を改善するために必要な措置のことです。 

措置を講じるに当たっては、障がいのある職員からの要望を踏まえつつ、共に解決策を検討

する「建設的対話」を重ねながら、過重な負担にならない範囲で適切に実施します。 

 

(３) 外部の関係機関との連携 

・ 障がいのある職員の採用や職場定着などを推進するため、北海道労働局及び公共職業安

定所並びに各地域の就労支援機関等（以下「外部の関係機関」という。）との連携体制を

構築します。 

  ・ 専門的な内容や対応が必要な場合は、相談員等が外部の関係機関と情報共有や面談を行

い、助言を求めることで課題解決を図ります。 
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(４) 障がいのある職員を支援するための人材育成等 

・ 職員の障がいに関する理解を促進し、すべての職員が働きやすい職場づくりを目指すた

め、毎年度、各所属において実施する職場研修のほか、一人ひとりの個性を尊重し、能力

を最大限に引き出すためのマネジメント能力を習得すること等を目的とした研修を実施

します。 

・ 障がいのある職員の支援体制を強化するため、「障がいのある方へのよりよい対応がで

きるサポートブック」などの活用や、職員向けの支援ガイドブック等の作成を行うほか、

「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座」をはじめとした、セミナーや講習会等へ

の参加を促進します。 

・ 相談員が障がい者の職業生活全般にわたる相談、指導に関する事項を習得することを目

的に、毎年度、厚生労働省が実施する「公務部門向け障害者職業生活相談員資格認定講習」

について、過去に修了した者を除き、すべての相談員が受講します。 

  ・ 相談員のスキルアップのため、毎年度、外部の専門家を講師として招き、研修会を実施

します。 

 

３ 職務環境の整備 

(１) 「北海道福祉のまちづくり条例」に基づく整備 

・ 「北海道福祉のまちづくり条例」に基づき、身体障がい者用トイレや玄関スロープの設

置など、適切に職場環境の整備を行うとともに、相談や面談等の機会を通じて、障がいの

ある職員の要望や、職務遂行に当たり障壁となっている事情及び具体的な解決方法を把握

し、障がいの特性等に応じて適切な措置を講じます。 

 

(２) 勤務に当たっての合理的配慮 

ア 職員向けの会議等における合理的配慮 

   ・ 職員向けの会議や研修会を開催するに当たり、合理的配慮が必要な場合は申し出るよ

う開催通知に記載します。 

   ・ 会議等に出席する職員から、合理的配慮の提供の申し出があった場合には、必要な措

置を講じます。 

・ 人事課は、障がいのある職員が、業務上、自身の意思を相手方に伝達することや相手

方の意思を正確に把握するために必要な意思疎通支援者の派遣に係る費用について、所

属長からの申請に基づき配当します。 

イ 合理的配慮の提供に係る物品の購入 

   ・ 人事課は、障がいのある職員から合理的配慮の申し出があった、業務の遂行又は緊急

時の避難に当たり、所属長が必要と認める物品の購入予算について、所属長からの申請

に基づき配当します。 

ウ 電話リレーサービスの利用 

   ・ 聴覚や発話に困難のある職員がテレビ電話や文字チャットを通じて手話通訳オペレ

ータ等を介し、通話の相手方との意思疎通を可能とする「電話リレーサービス」につい

て、きこえる職員と同様の意思疎通の手段を確保し業務の幅を広げるため、必要な職員

が利用できるようにします。 
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４ 障がいのある職員の人材育成等 

(１) キャリア形成や人材育成等 

・ 「キャリア申告制度実施要綱」に基づく申告や面談、「職員活躍・配慮事項等確認シー

ト」等を通じ、障がいのある職員の健康状態や職務の適性、キャリアプラン等を把握し、

適材適所の人事配置や人事評価に基づく任用、職員のキャリア形成支援につなげます。 

・ 研修等を通じて障がいのある職員の実務能力や専門性の向上を図るとともに、研修機会

確保のため、障がい特性に応じた必要な措置を講じます。 

・ 入庁後に障がい者となった職員について、本人の意向も踏まえた上で、本人等から支援

に必要な情報を収集し、職場復帰や定着に向けた必要なサポートを行います。 

 

(２) 職域の拡大 

・ 障がいのある職員一人ひとりの特性・能力や本人の希望等を踏まえた上で、合理的配慮

を行うことにより、活躍の場を広げます。 

・ 推進会議において、国や他都府県における事例を共有するなどして、職域の拡大に係る

検討を継続的に行います。 

 

 

５ 職員の募集及び採用 

(１) 職員の採用に当たっての基本的な考え方 

「北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに障がい者及び障がい児が暮らしやす

い地域づくりの推進に関する条例」の趣旨を踏まえ、一層の障がい者雇用の促進に努めま

す。 

また、各地域の就労支援機関等とも連携しながら、常勤職員のみならず、会計年度任用

職員といった多様な任用形態の確保に向けた取組を進めます。 

 

(２) 不適切な取扱いの禁止 

職員の募集及び採用に当たっては、「障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める

事項に関し、事業主が適切に対処するための指針」（平成 27 年厚生労働省告示第 116 号）

や、「雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会若しくは待遇の確保又

は障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障となっている事情を改善するた

めに事業主が講ずべき措置に関する指針」（平成 27 年厚生労働省告示第 117 号）等を踏

まえて対応するとともに、次のような不適切な取扱いは行いません。 

  

【不適切な取扱い（例）】 

・特定の障がいを排除し、又は特定の障がいに限定する。 

・自力で通勤できることといった条件を設定する。 

・介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。 

・「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられること」といった 

条件を設定する。 

・特定の就労支援機関からのみの受入れを実施する。 
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【北海道人事委員会における採用選考時の対応】 

採用選考の実施に当たっては、個々の障がい特性に応じ、次のような合理的配慮を行ってい

ます。 

・音声読み上げソフトに対応したテキストデータの選考案内をホームページに掲載する。 

・活字印刷文による受験ができない方のための点字による受験を実施する。 

・試験問題の拡大文字や解答用紙の拡大マスによる受験を実施する。 

・面接時の筆談や手話による受験を実施する。 

・面接時の就労支援機関職員の同席を認める。 

 

 

６ 働きやすい職場づくり 

(１) ワークライフバランスの推進 

・ 誰もが働きやすい職場づくりに向け、「北海道職員のワークライフバランスの推進に関

する指針」に基づき、時間外勤務の縮減や、休暇の取得促進に係る取組を推進します。 

(２) 多様で柔軟な働き方の推進 

・ 在宅勤務をはじめとしたテレワークや時差出勤、休憩時間を弾力的に変更できる制度な

どを活用し、多様で柔軟な働き方を推進します。 

(３) アンケート調査の実施 

・ 毎年度、職員の仕事に対する満足度やエンゲージメントなどに関するアンケート調査を

実施し、障がいのある職員の満足度向上に向けて取り組みます。 

(４) 職員との意見交換 

  ・ 障がいのある職員や上司と意見交換等を行い、取組に反映するなど、共に考え、働きや

すい職場づくりを進めます。 

 

 

７ その他 

事業主として障がい者を雇用するだけでなく、「国等による障害者就労施設等からの物品等

の調達の推進等に関する法律」に基づく障がい者就労施設等への発注等の取組を通じて、障が

い者の活躍の場の拡大を推進します。 

 

 

◆北海道職員に係る障がい者活躍推進について（イントラネット） 

 相談窓口や各種取組の情報を掲載しています。 

詳しくは、イントラネット（http://hamanasu/sm_jnj/post-22432.htm）をご確認ください。 

 


